
東京都北区事業承継支援事業補助金交付要綱 

 

７北地産第１４２４号  

令和７年６月６日区長決裁 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、区内における中小企業者が事業承継を契機として競争力

の強化及び生産性の向上を図るために行う設備投資若しくは事業所の改修又

は事業の引継ぎ等を伴う既存事業の廃業を行う際に要する経費の一部を区が

補助することにより、事業承継を契機とした成長及び実践的かつ円滑な事業

の承継を支援することで、区内産業の振興を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１）中小企業者 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に

規定する中小企業者をいう。 

（２）製造業等 中小企業基本法第２条第１項第１号に規定する業種をいう。 

（３）その他の業種 中小企業基本法第２条第１項第２号から第４号までに規

定する業種をいう。 

（４）設備 中小企業者が事業の用に供する資産で事業所に備え付けるものの

うち、所得税法施行令（昭和 40 年政令第 96 号）第６条第３号に規定する機

械及び装置並びに同条第７号に規定する工具、器具及び備品（観賞用植物等

の生物を除く。）をいう。 

（５）設備投資 別表の補助の欄のうち投資型の補助対象事業の欄に規定する

事業に係る設備の購入又は大規模修繕（機能の回復又は効用の増加をする

修繕をいう。）等を行うことをいう。 

（６）事業承継 経営権を経営者の親族、従業員又は第三者に引き継ぐことをい

う。 

（７）親族 民法（明治 29 年法律第 89 号）第 725 条に規定する親族をいう。 

（８）従業員 事業承継をする日において、会社にあっては承継される会社の会

社法上の役員として継続して１年以上従事している者、承継される会社に

継続して１年以上雇用され業務に従事している者又は承継される会社の会

社法上の役員の経験及び承継される会社に雇用され業務に従事した経験を

継続して通算１年以上有し現に当該会社の会社法上の役員として従事し、

若しくは当該会社に雇用され業務に従事している者をいい、個人事業者に



あっては承継前の者に雇用され、継続して１年以上承継される事業の業務

に従事している者 

 

（補助対象者） 

第３条 この要綱による補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、

別表の補助の欄に掲げる補助の区分に応じ、同表の補助対象者の欄に定める

者で、次の各号の全てに該当する者とする。 

（１）中小企業者 

（２）会社にあっては区内に登記上の本店又は主たる事業所（個人事業者にあっ

ては事業主の住所又は主たる事業所）を有する者 

（３）申請日時点において、同一の場所で引き続き１年以上事業を営んでいる者

又はその者から事業承継した者 

（４）その他区長が補助金を交付することが適当であると認める要件を満たす

者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者（事業を承継し

た者にあっては、その者に事業を承継した中小企業者を含む。）は、補助対象

者としない。 

（１）暴力団員等（東京都北区暴力団排除条例（平成 24 年６月東京都北区条例

第 24 号）第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力

団関係者をいう。）に該当する者 

（２）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第１

22 号）第２条に規定する事業その他これに準ずる事業を営む者 

（３）会社法（平成 17 年法律第 86 号）第２条第３号の２に規定する子会社等で

ある者。ただし、当該子会社等の親会社等（同条第４号の２に規定する親会

社等をいう。）が中小企業者に該当する場合はこの限りでない。 

（４）フランチャイズチェーン（他の企業等から特定の商標、商号等を使用する

権利を付与され、当該権利の対価として金銭等を支払う旨の契約に基づく

事業の形態をいう。）の加盟店として事業を営む者 

（５）会社にあっては、大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の３分の２

以上を所有又は出資している者 

（６）会社にあっては、役員総数の２分の１以上を大企業の役員又は職員が兼務

している者 

（７）会社にあっては、申告の完了した直近の事業年度分の法人住民税を、個人

事業者にあっては前年度分の特別区民税・都民税を滞納している者 

（８）第４条について定める補助対象事業について、国、東京都、公社その他の

団体が実施する補助金の交付を受けている者 



（９）過去にこの要綱に基づく補助金の交付を受けている者 

（10）国、地方公共団体、公社その他の団体が実施する同種の補助金の交付を受

けている者 

 

（補助対象事業） 

第４条 この要綱による補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、補助対象者が実施する別表の補助の欄に掲げる補助の区分に応じ、同表の

補助対象事業の欄に定める事業とする。 

 

（補助対象経費） 

第５条 この要綱による補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、別表の補助の欄に掲げる補助の区分に応じ、同表の補助対象経費の欄に定

める経費とする。ただし、次に掲げる経費を除く。 

（１）第９条第２項の規定による交付決定の通知日（第 10 条第２項の規定によ

る承認を受けたときは、当該承認の通知日）より前に、その全部若しくは一

部が完了している補助対象事業に要した経費又は支払を完了している経費。

ただし、リース料については、補助金の交付の申請をする日の属する会計年

度の４月から２月末日までの期間以外の期間に係る経費 

（２）第 14 条に定める実績報告書の提出日において、完了しない補助対象事業

に要する経費又は支払いを完了しない経費 

（３）その全部の額が別表の補助対象経費の下限額の欄に定める額を下回る経

費 

（４）補助対象事業以外の事業と混同して支払が行われること等により補助対

象事業の実施に必要と認められる経費として特定することができない経費 

（５）その他区長がこの要綱による補助の対象とならない経費と認める経費 

 

（補助金の額） 

第６条 補助金は予算の範囲内で交付するものとし、その額は補助対象経費（消

費税を除く。）の２分の１又は別表の補助の欄に掲げる補助の区分に応じ、同

表の補助限度額の欄に定める金額のいずれか少ない額とする。（その額に

1,000 円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。） 

 

（補助対象期間） 

第７条 補助金の交付の対象となる期間は、次条の規定による補助金の交付の

申請の日から、その日が属する年度（４月１日から翌年３月３１日までをいう。

以下同じ。）の２月末日までとする。 



 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、東京

都北区事業承継支援事業補助金交付申請書（別記第１号様式）に、次に掲げる

書類を添えて、区長に提出しなければならない。 

（１）東京都北区事業承継支援事業補助金事業承継計画書（別表の補助の欄に掲

げる補助の区分のうち投資型にあっては別記第１号様式別紙１、廃業型に

あっては別記第１号様式別紙２） 

（２）第３条第１項に該当する者であることを確認することができる書類の写

し 

（３）会社にあっては、その資本の額及び出資の総額を確認することができる書

類の写し 

（４）従業員の人数を確認することができる書類の写し 

（５）前期分の確定申告を終了している会社にあっては前期分の法人税確定申

告書の写し、前年分の確定申告を終了している個人事業者にあっては前年

の確定申告書の写し 

（６）前期分の確定申告を終了している会社にあっては直近の決算書の写し、前

年分の確定申告を終了している個人事業者にあっては青色申告決算書又は

収支内訳書の写し 

（７）前期分の確定申告を終了している会社にあっては前期分の法人都民税の

納税証明書原本、第三者からの事業承継の後確定申告を終えていない会社

又は事業承継前の個人事業者にあっては代表者の前年度の特別区民税・都

民税又は市町村民税の納税証明書原本 

（８）事業承継の事実又は事業承継をする予定であることを確認することので

きる書類の写し 

（９）補助対象経費の見積書の写し 

（10）その他区長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付の決定） 

第９条 区長は、前条の規定による補助金の交付の申請があったときは、当該申

請に係る書類等の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該申請に

係る補助金の交付がこの要綱及び予算で定めるところに違反しないかどうか、

補助対象事業の目的及び内容が適正であるかどうか並びに金額の算定に誤り

がないかどうか等を調査するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による調査の結果、補助金を交付すべきものと認めると

きは、補助金の交付を決定し、東京都北区事業承継支援事業補助金交付決定通



知書（別記第２号様式）により、申請者に通知するものとする。 

３ 区長は、第１項の規定による調査の結果、補助金を交付すべきでないと認め

るときは、東京都北区事業承継支援事業補助金不交付決定通知書（別記第３号

様式）により、申請者に通知するものとする。 

４ 区長は、第２項の規定により補助金の交付の決定をしたときは、区長が別に

定める補助条件を付すことができる。 

５ 第２項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」と

いう。）から事業承継を受けた者については、当該補助事業者がこの要綱によ

り享受すべき利益及び負うべき義務の範囲内において当該補助事業者と同等

の者として扱う。 

 

（補助対象事業の内容の変更等） 

第 10 条 補助事業者は、補助対象事業の内容を変更し、中止し、又は廃止しよ

うとするときは、東京都北区事業承継支援事業補助金事業変更等承認申請書

（別記第４号様式）を提出し、あらかじめ区長の承認を得なければならない。 

２ 区長は、前項の規定による申請があったときは、その内容について審査し、

補助対象事業の内容を変更し、中止し、又は廃止しようとすることが適当であ

ると認めたときは、これを承認し、東京都北区事業承継支援事業補助金事業変

更等承認通知書（別記第５号様式）により補助事業者に通知するものとする。 

３ 区長は、前項の規定による承認に当たって、必要な条件を付すことができる。 

 

（事故報告） 

第 11 条 補助事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補

助対象事業の遂行が困難となった場合は、速やかに東京都北区事業承継支援

事業補助金にかかる事故報告書（別記第６号様式）により、区長に報告しなけ

ればならない。 

２ 区長は、前項の規定による報告を受けたときは、その理由を調査し、速やか

に補助事業者に必要な処理について、適切な指示をするものとする。 

 

（状況の調査） 

第 12 条 区長は、補助対象事業の円滑かつ適正な執行を図ること等のため必要

があると認めるときは、補助対象事業の状況に関し調査（区長が指定する中小

企業診断士等による現地調査を含む）し、又は補助事業者に報告を求めること

ができる。 

 

（補助対象事業の遂行命令） 



第 13 条 区長は、補助事業者が提出する報告又は地方自治法（昭和 22 年法律

第 67 号）第 221 条第２項の規定による調査等により、補助事業者の補助対象

事業が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されて

いないと認めるときは、補助事業者に対し、これらに従って補助対象事業を遂

行すべきことを命じるものとする。 

２ 区長は、補助事業者が前項の規定による命令に違反したときは、補助事業者

に対し、補助対象事業の一時停止を命じることができる。 

 

（実績報告） 

第 14 条 補助事業者は、補助対象事業が完了したとき又は補助金の交付の決定

に係る会計年度が終了したときは、東京都北区事業承継支援事業補助金実績

報告書（別記第７号様式）に次に掲げる書類を添えて、速やかに区長に提出し

なければならない。 

（１）支払いが記録された通帳その他金融機関の取引記録が確認できる書類又

は領収書の写し 

（２）契約書、納品書又はその他補助対象経費に係る契約の明細が確認できる書

類 

（３）その他区長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第 15 条 区長は、前条の規定による実績報告があった場合は、当該実績報告に

係る書類及び必要に応じて行う現地調査等により、補助対象事業の成果が補

助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどう

かを調査し、適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、東京

都北区事業承継支援事業補助金交付額確定通知書（別記第８号様式）により補

助事業者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により確定する交付すべき補助金の額は、第９条第２項により

交付決定をした額（第 10 条第２項の規定により補助対象事業の変更を承認し

たときは、当該変更により承認した額）を限度とする。 

 

（是正のための措置） 

第 16 条 区長は、前条の規定による調査の結果、補助対象事業の成果が補助金

の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、補

助事業者に対し、当該補助対象事業について、これらに適合させるための措置

をとるべきことを命じることができる。 

２ 第 13 条の規定は、前項の規定による命令により補助事業者が必要な措置を



した場合について準用する。 

 

（補助金の請求） 

第 17 条 補助事業者は、第 15 条の規定による通知を受けたときは、東京都北

区事業承継支援事業補助金請求書（別記第９号様式）を、速やかに区長に提出

しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による補助金の請求があったときは、速やかに補助金を

交付するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第 18 条 区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）交付決定事業を中止したとき。 

（２）交付決定事業が第７条の規定による補助金の交付の申請の日が属する年

度内に完了する見込みがなくなったとき。 

（３）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（４）補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。 

（５）補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令、北区補助金

等交付規則又はこの要綱の規定に基づく命令に違反したとき。 

（６）その他補助金の交付が不適当であると区長が認めるとき。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、速やか

に東京都北区事業承継支援事業補助金交付決定取消通知書（別記第10号様式）

により補助事業者に通知するものとする。 

３ 前２項の規定は、第 15 条の規定により交付すべき補助金の額の確定があっ

た後においても適用する。 

 

（補助金の返還） 

第 19 条 区長は、前条第１項の規定により交付決定の全部又は一部を取り消し

た場合において、補助対象事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が

交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることができる。 

 

（取得財産の管理） 

第 20 条 補助事業者は、補助金の交付の決定を受けて設備投資をした設備（以

下「取得財産」という。）について、補助対象事業の完了後においても、適切

に管理し、かつその管理状況を明らかにしておかなければならない。 

 



（取得財産の処分等の制限等） 

第 21 条 補助事業者は、取得財産のうち、その取得した価格又は効用を増加し

た価格が 50 万円以上のものについて、補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸与し、取壊し、又は債務の担保に供しようとする場合は、

東京都北区事業承継支援事業補助金にかかる取得財産処分等承認申請書（別

記第 11 号様式）を区長に提出しなければならない。ただし、「減価償却資産の

耐用年数等に関する省令」（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。以下「省令」という。）

に規定する年数を経過している場合は、この限りではない。 

２ 区長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、やむを

得ない理由があるものと認めるときは、取得財産の処分等の承認を決定し、東

京都北区事業承継支援事業補助金取得財産処分等承認通知書（別記第 12 号様

式）により補助事業者に通知するものとする。 

３ 補助事業者による第１項の規定による申請があった場合における前項の承

認の基準は、補助金等交付財産の財産処分承認基準（平成 23 年６月１日 23 財

主財第 38 号。以下「都財産処分承認基準」という。）の例による。 

４ 区長は、第２項の規定により承認を受けた事業者が当該取得財産の処分に

より収入のあったときは、その全部又は一部を区に納付させることができる。 

５ 区長は、第２項の規定による審査をし、やむを得ない理由がないものと認め

るときは、取得財産の処分等の不承認を決定し、東京都北区事業承継支援事業

補助金取得財産処分等不承認通知書（別記第 13 号様式）により、補助事業者

に通知するものとする。 

 

（関係書類の保管等） 

第 22 条 補助事業者は、この補助金及び補助対象事業に係る経理について収支

の事実を明らかにした証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助金の交付

を受けた日の属する会計年度の終了後、５年間保管しなければならない。 

 

（その他） 

第 23条 この要綱の施行に関し必要な事項は、産業経済文化部長が別に定める。 

 

付則 

この要綱は、令和７年６月６日から施行する。 

付則（令和８年３月３１日７北地産第３５４０号区長決裁） 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 



別表（第２条－第６条関係）

補助 補助対象者 補助対象事業 補助対象経費 補助率 補助対象経費
の下限額

投資型 事業承継を契機と
して競争力の強化
及び生産力の向上
を図る事業

生産活動、販売活動、役務
提供活動その他収益を得る
ための活動に直接的に必要
な設備の更新、設備投資及
び事業所等の改修に要する
経費

2分の1 事業承継に
係る事業が
製造業等に
属する事業
の場合

200万円 10万円

事業承継に
係る事業が
その他の業
種に属する
事業の場合

100万円

廃業型 以下のいずれにも該当する者

（１）事業承継を伴う既存事
業の廃業を行う者

（２）事業承継後も引き続き
区内で事業を営む意向を有す
る者に対して事業承継をする
者

事業承継を伴う既
存事業の廃業を行
う事業

廃業に関する登記の申請手
続に伴う専門家に支払う申
請資料作成費、在庫処分
費、建物解体、設備機器等
処分費及び事業所の原状回
復費

2分の1 -50万円

補助限度額

以下のいずれにも該当する者

（１）申請日時点において、
事業承継を３年以内に予定し
ている者又は事業承継後５年
を経過していない者

（２）事業承継後も引き続き
区内で事業を営む意向及び具
体的な事業計画を有する者

（３）第三者承継にあって
は、区内事業者から承継した
者


